
被災者の中には、住宅の応急修理について自治体が相談・受付を開始するよりも前

に、修理業者に工事を依頼している場合が見受けられる。

このような事案が発生しないよう自治体において速やかな相談・受付体制の整備

を行う必要があるが、当該事案が発生した場合には以下の取扱いとなるので参考に

されたい。

住宅の応急修理に関する留意事項

通常の応急修理のケース
（申請を受付、修理を実施）

既に修理に取りかかったが、
支払に至ってないケース

既に修理完了し、業者に
支払ってしまったケース

「準半壊」の罹災証明書を受けた被災者が、修理総額80万円の工事について、30万円分を応急修理として
行う場合

修理業者 被災者

自治体

50万円
（個人契約）

30万円
（自治体契約）

修理業者 被災者

自治体

①80万円（個人契約）を50万
円の（個人契約）に変更

②30万円
（自治体契約）

修理業者 被災者

自治体

①80万円（個人契約で既に支払い）

※ 被災者が既に工事を発注している場合で
あっても、修理業者に変更契約（80万円→50
万円に変更）に応じて貰える場合には、自治
体は応急修理の対象として差し支えない。

※ 応急修理の対象とはできない。

〔災害救助法の応急修理は、行政が修理業者
に修理費用を支払うスキームであり、既に支
払いが済んだ被災者の費用の補てんをするこ
とはできない。〕

現金給付
は不可
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○ 修理前又は修理中のいずれかの写真を撮り忘れた場合において、応急修理の申請を行う際には、修理
業者が修理前の状況、修理を行わなければならない状況等について図面に破損箇所等を印した上、破損
状況等を記載し、どのような応急修理を施工するか（施工したか）を詳細に『「被災した住宅の応急修
理」証拠写真代替資料』（以下、「資料」）に記載し、修理業者が証明することで、証拠写真の代替と
なる。

○ 証明書については、被災者や自治体が代筆することは認めない。
（また、単に「修理を急いでいたため、写真を撮り忘れた」等の理由は証明とは見なさない。）

○ 「資料」は撮り忘れた証拠写真の代替手段ではあるが、「資料」を使用する場合は、真にやむを得な
い場合であり、必ず写真の提出を依頼すること。

写真を撮り忘れた場合の代替措置による証明について
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